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(57)【要約】
　本発明は、少なくとも１層以上の樹脂層からなる、有機デバイスを封止するための封止
材であって、前記樹脂層の、２３℃における貯蔵弾性率が１０～１００００ＭＰａで、１
００℃における貯蔵弾性率が１～１０００ＭＰａであり、かつ、軟化点が３０～８０℃で
あることを特徴とする封止材、封止シート、有機デバイスの封止方法、及び、前記封止材
等で封止された有機ＥＬ素子である。本発明によれば、接着性、耐熱性に優れ、かつ、８
０～１５０℃程度の温度領域での有機デバイスの封止に好適な封止材、封止シート、有機
デバイスの封止方法、及び、前記封止材等で封止された有機ＥＬ素子が提供される。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも１層以上の樹脂層からなる、有機デバイスを封止するための封止材であって
、
前記樹脂層の、２３℃における貯蔵弾性率が１０～１００００ＭＰａで、１００℃におけ
る貯蔵弾性率が１～１０００ＭＰａであり、かつ、軟化点が３０～８０℃であることを特
徴とする封止材。
【請求項２】
　前記樹脂層が、架橋構造を有するポリオレフィンからなるものである、請求項１に記載
の封止材。
【請求項３】
　ガラスに対する接着力が、３Ｎ／２５ｍｍ以上である、請求項１に記載の封止材。
【請求項４】
　８０～１５０℃で加熱圧着して有機ＥＬ素子を封止するための封止材である、請求項１
に記載の封止材。
【請求項５】
　請求項１に記載の封止材のシート状物の片面に、ガスバリアフィルムを有する封止シー
ト。
【請求項６】
　請求項１に記載の封止材又は請求項５に記載の封止シートを、有機デバイスを覆うよう
に載置し、８０～１５０℃で加熱圧着することを特徴とする、有機デバイスの封止方法。
【請求項７】
　前記有機デバイスが、有機ＥＬ素子であることを特徴とする、請求項６に記載の有機デ
バイスの封止方法。
【請求項８】
　基材上に、第１の電極、有機ＥＬ層、第２の電極、請求項１に記載の封止材、又は、請
求項５に記載の封止シート、及び、封止基材をこの順で有することを特徴とする有機ＥＬ
素子。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、有機デバイスを封止するのに好適な封止材及び封止シート、有機デバイスの
封止方法、並びに、前記封止材等で封止されてなる有機ＥＬ素子に関する。
【背景技術】
【０００２】
　有機ＥＬ素子等の有機デバイスは、無機ＥＬ素子に比べ、低電圧での駆動が可能であり
、輝度が高く、多種の色の発光が容易に得られるといった様々な利点を有する。そのため
より高性能な素子を得るべく、様々な検討がなされている（特許文献１等）。
【０００３】
　ところで、有機ＥＬ素子には、一定時間駆動した場合、発光素子が劣化して、発光輝度
等が劣化し易いという問題がある。この原因としては、有機ＥＬ素子内に浸入した酸素や
水分、熱等による電極の酸化や有機物の変性等が挙げられる。そのため、有機ＥＬ素子は
、接着性及び耐熱性を有する適当な封止材により封止されて用いられることが必要である
（特許文献２等）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００９－３７８０９号公報（ＵＳ２０１０２４４１０７３　Ａ１）
【特許文献２】特開２０１１－２３１３１３号公報
【発明の開示】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　上述のように、有機デバイスは熱により損傷しやすいものであるため、有機デバイスの
封止材による封止は、８０～１５０℃という温度領域で行うことが好ましいと考えられる
。
　しかし、従来、封止材として用いる樹脂の中には、このような温度領域において流動性
が高くなるものがあり、封止材の外に流れ出て作業効率が低下したり、設計通りの封止が
できない等の問題が生じる場合があった。
　本発明は、かかる従来技術の実情に鑑みてなされたものであり、接着性及び耐熱性に優
れ、かつ、８０～１５０℃という温度領域での有機デバイスの封止に好適な封止材、封止
シート、有機デバイスの封止方法、及び、前記封止材等で封止されてなる有機ＥＬ素子を
提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明者らは上記課題を解決すべく鋭意検討した結果、２３℃における貯蔵弾性率が１
０～１００００ＭＰａで、１００℃における貯蔵弾性率が１～１０００ＭＰａであり、か
つ、軟化点が３０～８０℃である樹脂層を有する封止材は、８０～１５０℃の温度領域で
有機デバイスを封止する場合であっても、樹脂が流れ出たりすることなく、効率よく、設
計した通りに有機デバイスを封止できることを見出し、本発明を完成させるに至った。
【０００７】
　かくして本発明によれば、（１）～（４）の封止材、（５）の封止シート、（６）およ
び（７）の有機デバイスの封止方法、並びに、（８）の有機ＥＬ素子、が提供される。
（１）少なくとも１層以上の樹脂層からなる、有機デバイスを封止するための封止材であ
って、前記樹脂層の、２３℃における貯蔵弾性率が１０～１００００ＭＰａで、１００℃
における貯蔵弾性率が１～１０００ＭＰａであり、かつ、軟化点が３０～８０℃であるこ
とを特徴とする封止材。
【０００８】
（２）前記樹脂層が架橋構造を有するポリオレフィンからなるものである、（１）に記載
の封止材。
（３）ガラスに対する接着力が、３Ｎ／２５ｍｍ以上である、（１）に記載の封止材。
（４）８０～１５０℃で加熱圧着して有機ＥＬ素子を封止するための封止材である、（１
に記載の封止材。
（５）前記（１）に記載の封止材のシート状物の片面に、ガスバリアフィルムを有する封
止シート。
【０００９】
（６）前記（１）に記載の封止材、又は、（５）に記載の封止シートを、有機デバイスを
覆うように載置し、８０～１５０℃で加熱圧着することを特徴とする、有機デバイスの封
止方法。
（７）前記有機デバイスが、有機ＥＬ素子であることを特徴とする、（６）に記載の有機
デバイスの封止方法。
（８）基材上に、第１の電極、有機ＥＬ層、第２の電極、（１）に記載の封止材、又は（
５）に記載の封止シート、及び、封止基材をこの順で有することを特徴とする有機ＥＬ素
子。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明の封止材によれば、接着性及び耐熱性に優れ、８０～１５０℃の温度領域で有機
デバイスを封止する場合であっても、樹脂が流れ出たりすることなく、効率よく、設計し
た通りに有機デバイスを封止することができる。
　本発明の封止シートは、ガスバリア性、接着性及び耐熱性のすべてに優れ、しかも、８
０～１５０℃の温度領域で有機デバイスを封止することができ、このような温度領域であ
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っても、樹脂が流れ出ることなく、効率よく、設計した通りに有機デバイスを封止するこ
とができる。
　本発明の有機デバイスの封止方法は、８０～１５０℃の温度領域で封止するものである
ため、熱により損傷することなく、効率よく、設計した通りに、有機デバイスを封止する
ことができる。
　本発明の有機ＥＬ素子は、接着性及び耐熱性に優れる本発明の封止材で封止されている
ため、その機能が長期にわたり劣化することがない。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、本発明を、１）封止材、２）封止シート、３）封止方法、及び、４）有機ＥＬ素
子、に項分けして、詳細に説明する。
１）封止材
　本発明の封止材は、少なくとも１層以上の樹脂層からなる、有機デバイスを封止するた
めの封止材である。本発明の封止材の樹脂層の、２３℃における貯蔵弾性率は１０～１０
０００ＭＰａで、１００℃における貯蔵弾性率は１～１０００ＭＰａであり、かつ、軟化
点が３０～８０℃である。
【００１２】
〔樹脂層〕
　本発明の封止材の樹脂層（以下、単に「樹脂層」という。）は、２３℃における貯蔵弾
性率が、通常１０～１００００ＭＰａ、より好ましくは、１５～５０００ＭＰａ、さらに
好ましくは、２０～１００ＭＰａであり、特に好ましくは、２０～２５ＭＰａである。ま
た、１００℃における貯蔵弾性率が、通常１～１０００ＭＰａ、より好ましくは、１．１
～５００ＭＰａ、さらに好ましくは、１．２～１００ＭＰａであり、特に好ましくは、１
．２～１０ＭＰａである。かつ、前記樹脂層の軟化点が、通常３０～８０℃、好ましくは
、３５～７９℃、より好ましくは、５０～７８℃のものである。
　ここで、貯蔵弾性率は粘弾性材料の剛性を表す指標であり、従来公知の粘弾性測定装置
により測定することができる。
　軟化点は、ＪＩＳ　Ｋ７１９６：２０１２に準ずる方法により測定される値である。
【００１３】
　樹脂層の１００℃における貯蔵弾性率が上記範囲であることにより、８０～１５０℃の
温度領域で樹脂が流れ出たりすることなく、効率よく、設計した通りに有機デバイスを封
止することができる。　樹脂層の２３℃における貯蔵弾性率が上記範囲であることにより
、常温での保管時や搬送時等にべたつきが少なく、有機デバイスを封止する時の作業性が
向上する。
　樹脂層の軟化点が上記範囲であることにより、封止温度８０～１５０℃において十分な
接着性を得ることができる。
【００１４】
　本発明に用いる樹脂層は、上記のような貯蔵弾性率及び軟化点を有するため、８０～１
５０℃の温度領域でも、流れ出たりすることなく、効率よく、設計した通りに有機デバイ
スを封止することができる。
【００１５】
本発明の封止材の接着性は、１８０°剥離試験を行うことで評価することができる。具体
的には、引張試験機を用いて、３００ｍｍ／分、剥離角度１８０°の条件で引張試験を行
ったとき、ガラスに対する接着力が、３Ｎ／２５ｍｍ以上であるのが好ましく、４０Ｎ／
２５ｍｍ以上であるのがより好ましく、５０Ｎ／２５ｍｍ以上であるのが特に好ましい。
　このような封止材であれば、封止したときに、被封止体との界面から水分等が浸入する
ことを十分に防ぐことができる。
【００１６】
本発明の封止材の、温度４０℃、相対湿度９０％における、５０μｍ厚に換算したときの
水蒸気透過率は、好ましくは３０ｇ／（ｍ２・ｄａｙ）以下である。下限値は特になく、
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小さいほど好ましいが、通常は、０．１ｇ／（ｍ２・ｄａｙ）以上である。
　この水蒸気透過率が、このような範囲にあることで、水分の浸入を十分に抑制すること
ができる。このような状封止材は、有機デバイス用の封止材として好適に用いられる。
【００１７】
　封止材の水蒸気透過率の値は、封止材の厚みに依存する。従って、封止材の厚みが５０
μｍでない場合には、その厚みから換算して、５０μｍ厚における水蒸気透過率を求める
ことができる。例えば、厚みがＡμｍで、水蒸気透過率がＢ｛ｇ／（ｍ２・ｄａｙ）｝の
封止材の場合、厚みが５０μｍの時の水蒸気透過率は、Ａ×Ｂ／５０という式に当てはめ
て換算して求めることができる。
　水蒸気透過率は、実施例に記載の方法により測定することができる。
【００１８】
　樹脂層を形成する樹脂としては、前記貯蔵弾性率と軟化点を有する樹脂層を形成できる
ものであれば、特に限定されないが、封止材としての接着性、耐熱性等に優れることから
、熱可塑性樹脂の架橋体が好ましく、架橋構造を有するポリオレフィンがより好ましい。
【００１９】
　架橋構造を有するポリオレフィンとしては、架橋性官能基を有するポリオレフィン樹脂
（架橋性官能基変性ポリオレフィン）と架橋剤から得られる樹脂や、架橋性官能基（Ａ）
を有するポリオレフィン（架橋性官能基（Ａ）変性ポリオレフィン）と、前記架橋性官能
基（Ａ）と反応性を有する架橋性官能基（Ｂ）を有するポリオレフィン（架橋性官能基（
Ｂ）変性ポリオレフィン）とから得られる樹脂が挙げられる。
【００２０】
　架橋性官能基変性ポリオレフィンとしては、特に限定されないが、官能基含有化合物と
オレフィンとの共重合体、ポリオレフィンを官能基含有化合物でグラフト重合した変性ポ
リオレフィン等が挙げられる。
【００２１】
　前記オレフィンとしては、エチレン、プロピレン、１－ブテン、１－ペンテン、１－ヘ
キセン、１－オクテン、１－ヘプテン、４－メチル－ペンテン－１、４－メチル－ヘキセ
ン－１、４，４－ジメチルペンテン－１等の炭素数２～２０のα－オレフィンが挙げられ
る。
　前記ポリオレフィンとしては、上記オレフィンの単独重合体、二種以上のオレフィン同
士の共重合体等が挙げられる。
【００２２】
　前記官能基含有化合物としては、酸無水物基含有化合物、カルボキシル基含有化合物、
シリル基含有化合物、エポキシ基含有化合物、エステル基含有化合物、ヒドロキシル基含
有化合物、及び、アミノ基含有化合物等が挙げられる。
【００２３】
　酸無水物基含有化合物としては、無水マレイン酸、無水イタコン酸、無水コハク酸、無
水グルタル酸、無水アジピン酸、無水シトラコン酸、テトラヒドロ無水フタル酸、ブテニ
ル無水コハク酸等が挙げられる。
　カルボキシル基含有化合物としては、アクリル酸、メタクリル酸、マレイン酸等が挙げ
られる。
　シリル基含有化合物としては、ビニルトリメトキシシラン、ビニルトリエトキシシラン
、ビニルトリプロポキシシラン、ビニルトリイソプロポキシシラン、ビニルトリブトキシ
シラン、ビニルトリフェノキシシラン、ビニルトリベンジルオキシシラン、ビニルトリメ
チレンジオキシシラン、ビニルプロピオニルオキシシラン、ビニルトリアセトキシシラン
、ビニルトリカルボキシシラン、ビニルトリアセチルシラン、ビニルトリクロロシラン、
ビニルトリスメチルエチルケトオキシムシラン、ビニルトリイソプロペノキシシラン、ビ
ニルメチルジメトキシシラン等のビニルシラン；（メタ）アクリロキシメチルトリメトキ
シシラン等の（メタ）アクリルシラン類；スチリルトリメトキシシラン等のスチリルシラ
ン類等が挙げられる。
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　エポキシ基含有化合物としては、フタル酸ジグリシジルエステル、イソフタル酸ジグリ
シジルエステル、テレフタル酸ジグリシジルエステル等が挙げられる。
　エステル基含有化合物としては、（メタ）アクリル酸メチル、（メタ）アクリル酸エチ
ル等が挙げられる。
　ヒドロキシル基含有化合物としては、ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、２－ヒ
ドロキシプロピル（メタ）アクリレ－ト等が挙げられる。
　アミノ基含有化合物としては、アミノエチル（メタ）アクリレート、ジメチルアミノエ
チル（メタ）アクリレート、シクロヘキシルアミノエチル（メタ）アクリレート等が挙げ
られる。
　これらの架橋性官能基を有するポリオレフィンは、それぞれ一種単独で、あるいは二種
以上を組み合わせて用いることができる。
【００２４】
　用いる架橋剤としては、イソシアネート系架橋剤、エポキシ系架橋剤、アジリジン系架
橋剤、金属キレート系架橋剤、アミン系架橋剤、アミノ樹脂系架橋剤等が挙げられる。
　架橋剤を用いる場合、その使用量は、架橋性官能基変性ポリオレフィン１００質量部に
対して、好ましくは０．０１～８質量部、より好ましくは０．０５～５質量部、更に好ま
しくは０．１～３質量部である。
【００２５】
　本発明においては、前記貯蔵弾性率と軟化点を有する樹脂層を容易に形成できる観点か
ら、架橋ポリオレフィンとして、架橋性官能基（Ａ）変性ポリオレフィンと架橋性官能基
（Ｂ）変性ポリオレフィンとを組み合わせて使用するのが好ましい。所望の貯蔵弾性率と
軟化点を有する樹脂層を得るには、架橋性官能基変性ポリオレフィンの中から、架橋する
ことが可能な少なくとも二種の架橋性官能基を有するポリオレフィンを選択して用いれば
よい。
【００２６】
　前記架橋性官能基（Ａ）と架橋性官能基（Ｂ）の好ましい組み合わせとしては、酸無水
物基とシリル基との組み合わせ、酸無水物基とヒドロキシル基との組み合わせ、酸無水物
基とエポキシ基との組み合わせ、酸無水物基とアミノ基との組み合わせ等が挙げられる。
【００２７】
　本発明においては、架橋性官能基（Ａ）変性ポリオレフィンと架橋性官能基（Ｂ）変性
ポリオレフィンとの組み合わせとして、酸無水物変性ポリオレフィンの少なくとも一種と
シラン変性ポリオレフィンの少なくとも一種の組み合わせが好ましく、無水マレイン酸変
性ポリオレフィンとシラン変性ポリオレフィンの組み合わせが特に好ましい。
【００２８】
　前記少なくとも二種の架橋性官能基変性ポリオレフィンの使用割合は、前記の貯蔵弾性
率及び軟化点を有する樹脂層を形成することができるように、半経験的に適宜決定すれば
よい。
　例えば、酸無水物変性ポリオレフィンとシラン変性ポリオレフィンを使用する場合、そ
の使用割合は、（酸無水物変性ポリオレフィン：シラン変性ポリオレフィン）の質量比で
、通常１：９～９：１、好ましくは２：８～８：２、より好ましくは３：７～７：３であ
る。
【００２９】
　樹脂層は、上記架橋性官能基変性ポリオレフィン系樹脂を、ヘンシェルミキサー、タン
ブラー等によりドライブレンドし、このものを、押出成形して成形することができる。
　押出成形する際の温度は、用いる樹脂が架橋する温度であり、通常１６０～２５０℃、
好ましくは、１８０～２２０℃である。
【００３０】
　押出成形する際には、本発明の効果を阻害しない範囲で、その他の成分を含有させても
よい。その他の成分としては、シランカップリング剤、帯電防止剤、光安定剤、酸化防止
剤、紫外線吸収剤、樹脂安定剤、充填剤、顔料、増量剤、軟化剤等の添加剤が挙げられる
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。これらは、１種単独で、あるいは２種以上を組み合わせて用いることができる。
【００３１】
　本発明の封止材は、一の樹脂層のみ有するものであっても、二以上の樹脂層を有するも
のであってもよい。本発明の封止材が二以上の樹脂層を有するものである場合、電子デバ
イスや基材（バリアフィルム等）と接着する層（最外層）が、上記貯蔵弾性率及び軟化点
を有するものであればよい。
【００３２】
　封止材の形状は特に限定されないが、シート状であるのが好ましい。シート状である場
合のシート厚みは、封止の目的を達成するため、通常１０～１００μｍ、好ましくは２０
～８０μｍである。
　本発明の封止材は、接着性及び耐熱性に優れ、８０～１５０℃の温度領域で有機デバイ
スを封止することができ、このような温度領域であっても、樹脂が流れ出たりすることな
く、効率よく、設計した通りに有機デバイスを封止することができる。有機デバイスとし
ては、有機トランジスタ、有機メモリー、有機ＥＬ素子等が挙げられるが、特に、本発明
の封止材は、熱により損傷しやすい有機ＥＬ素子を封止するための封止材として好適に用
いられる。
【００３３】
２）封止シート
　本発明の封止シートは、本発明の封止材のシート状物の片面に、ガスバリアフィルムを
有する。
　本発明に用いるガスバリアフィルムは、基材フィルム上に、直接又はその他の層を介し
て、ガスバリア層が形成されてなるものである。
【００３４】
　基材フィルムとしては、ポリイミド、ポリアミド、ポリアミドイミド、ポリフェニレン
エーテル、ポリエーテルケトン、ポリエーテルエーテルケトン、ポリオレフィン、ポリエ
ステル、ポリカーボネート、ポリスルフォン、ポリエーテルスルフォン、ポリフェニレン
スルフィド、ポリアリレート、アクリル系樹脂、シクロオレフィン系ポリマー、芳香族系
重合体、ポリウレタン系ポリマー等の樹脂製のフィルムを用いることができる。
　基材フィルムの厚みは、特に制限はないが、取り扱い易さの観点から、好ましくは０．
５～５００μｍ、より好ましくは１～２００μｍ、さらに好ましくは５～１００μｍであ
る。
【００３５】
　本発明の封止シートに用いるガスバリアフィルムのガスバリア層としては特に制限はな
い。例えば、無機膜や、高分子化合物を含む層に改質処理を施して得られるガスバリア層
等が挙げられる。「ガスバリア層」は、空気、酸素、水蒸気等の気体を通過させにくい性
質を有する層である。
　ガスバリア層は、単層であっても、複数層であってもよい。
【００３６】
　無機膜としては、特に制限されず、例えば、無機蒸着膜が挙げられる。
　無機蒸着膜としては、無機化合物や金属の蒸着膜が挙げられる。
　無機化合物の蒸着膜の原料としては、酸化珪素、酸化アルミニウム、酸化マグネシウム
、酸化亜鉛、酸化インジウム、酸化スズ等の無機酸化物；窒化ケイ素、窒化アルミニウム
、窒化チタン等の無機窒化物；無機炭化物；無機硫化物；酸化窒化ケイ素等の無機酸化窒
化物；無機酸化炭化物；無機窒化炭化物；無機酸化窒化炭化物等が挙げられる。
　金属の蒸着膜の原料としては、アルミニウム、マグネシウム、亜鉛、及びスズ等が挙げ
られる。
　これらは１種単独で、あるいは２種以上を組み合わせて用いることができる。
　これらの中では、ガスバリア性の観点から、無機酸化物、無機窒化物又は金属を原料と
する無機蒸着膜が好ましく、さらに、透明性の観点から、無機酸化物又は無機窒化物を原
料とする無機蒸着膜が好ましい。



(8) JP WO2015/147097 A1 2015.10.1

10

20

30

40

50

【００３７】
　無機蒸着膜を形成する方法としては、真空蒸着法、スパッタリング法、イオンプレーテ
ィング法等のＰＶＤ（物理的蒸着）法や、熱ＣＶＤ（化学的蒸着）法、プラズマＣＶＤ法
、光ＣＶＤ法等のＣＶＤ法が挙げられる。
　無機膜の厚さは、使用する無機化合物によっても異なるが、ガスバリア性と取り扱い性
の観点から、好ましくは１０～２０００ｎｍ、より好ましくは２０～１０００ｎｍ、より
好ましくは３０～５００ｎｍ、さらに好ましくは４０～２００ｎｍの範囲である。
【００３８】
　高分子化合物を含む層（以下、「高分子層」ということがある）に用いる高分子化合物
としては、ポリイミド、ポリアミド、ポリアミドイミド、ポリフェニレンエーテル、ポリ
エーテルケトン、ポリエーテルエーテルケトン、ポリオレフィン、ポリエステル、ポリカ
ーボネート、ポリスルホン、ポリエーテルスルホン、ポリフェニレンスルフィド、ポリア
リレート、アクリル系樹脂、シクロオレフィン系ポリマー、芳香族系重合体、ケイ素含有
高分子化合物等が挙げられる。これらの高分子化合物は１種単独で、あるいは２種以上を
組合せて用いることができる。
　これらの中でも、優れたガスバリア性を有するガスバリア層を形成できる観点から、ケ
イ素含有高分子化合物が好ましい。ケイ素含有高分子化合物としては、公知のものを用い
ることができる。例えば、ポリシラザン化合物、ポリカルボシラン化合物、ポリシラン化
合物、及びポリオルガノシロキサン化合物等が挙げられる。これらの中でも、ポリシラザ
ン化合物が好ましい。
【００３９】
　ポリシラザン系化合物は、分子内に－Ｓｉ－Ｎ－結合（シラザン結合）を含む繰り返し
単位を有する高分子化合物である。具体的には、式（１）
【００４０】
【化１】

【００４１】
で表される繰り返し単位を有する化合物が好ましい。また、用いるポリシラザン系化合物
の数平均分子量は、特に限定されないが、１００～５０，０００であるのが好ましい。
【００４２】
　前記式（１）中、ｎは任意の自然数を表す。
Ｒｘ、Ｒｙ、Ｒｚは、それぞれ独立して、水素原子、無置換若しくは置換基を有するアル
キル基、無置換若しくは置換基を有するシクロアルキル基、無置換若しくは置換基を有す
るアルケニル基、無置換若しくは置換基を有するアリール基又はアルキルシリル基等の非
加水分解性基を表す。
【００４３】
　前記無置換若しくは置換基を有するアルキル基のアルキル基としては、例えば、メチル
基、エチル基、ｎ－プロピル基、イソプロピル基、ｎ－ブチル基、イソブチル基、ｓｅｃ
－ブチル基、ｔ－ブチル基、ｎ－ペンチル基、イソペンチル基、ネオペンチル基、ｎ－へ
キシル基、ｎ－ヘプチル基、ｎ－オクチル基等の炭素数１～１０のアルキル基が挙げられ
る。
【００４４】
　無置換若しくは置換基を有するシクロアルキル基のシクロアルキル基としては、シクロ
ブチル基、シクロペンチル基、シクロへキシル基、シクロへプチル基等の炭素数３～１０
のシクロアルキル基が挙げられる。
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【００４５】
　無置換若しくは置換基を有するアルケニル基のアルケニル基としては、例えば、ビニル
基、１－プロペニル基、２－プロペニル基、１－ブテニル基、２－ブテニル基、３－ブテ
ニル基等の炭素数２～１０のアルケニル基が挙げられる。
【００４６】
　前記アルキル基、シクロアルキル基及びアルケニル基の置換基としては、フッ素原子、
塩素原子、臭素原子、ヨウ素原子等のハロゲン原子；ヒドロキシル基；チオール基；エポ
キシ基；グリシドキシ基；（メタ）アクリロイルオキシ基；フェニル基、４－メチルフェ
ニル基、４－クロロフェニル基等の無置換若しくは置換基を有するアリール基；等が挙げ
られる。
【００４７】
　無置換又は置換基を有するアリール基のアリール基としては、例えば、フェニル基、１
－ナフチル基、２－ナフチル基等の炭素数６～１０のアリール基が挙げられる。
【００４８】
　前記アリール基の置換基としては、フッ素原子、塩素原子、臭素原子、ヨウ素原子等の
ハロゲン原子；メチル基、エチル基等の炭素数１～６のアルキル基；メトキシ基、エトキ
シ基等の炭素数１～６のアルコキシ基；ニトロ基；シアノ基；ヒドロキシル基；チオール
基；エポキシ基；グリシドキシ基；（メタ）アクリロイルオキシ基；フェニル基、４－メ
チルフェニル基、４－クロロフェニル基等の無置換若しくは置換基を有するアリール基；
等が挙げられる。
【００４９】
　アルキルシリル基としては、トリメチルシリル基、トリエチルシリル基、トリイソプロ
ピルシリル基、トリｔ-ブチルシリル基、メチルジエチルシリル基、ジメチルシリル基、
ジエチルシリル基、メチルシリル基、エチルシリル基等が挙げられる。
【００５０】
　これらの中でも、Ｒｘ、Ｒｙ、Ｒｚとしては、水素原子、炭素数１～６のアルキル基、
又はフェニル基が好ましく、水素原子が特に好ましい。
【００５１】
　前記式（１）で表される繰り返し単位を有するポリシラザン系化合物としては、Ｒｘ、
Ｒｙ、Ｒｚが全て水素原子である無機ポリシラザン、Ｒｘ、Ｒｙ、Ｒｚの少なくとも１つ
が水素原子ではない有機ポリシラザンのいずれであってもよい。
【００５２】
　また、本発明においては、ポリシラザン系化合物として、ポリシラザン変性物を用いる
こともできる。ポリシラザン変性物としては、特開昭６２－１９５０２４号公報、特開平
２－８４４３７号公報、特開昭６３－８１１２２号公報、特開平１－１３８１０８号公報
等、特開平２－１７５７２６号公報、特開平５－２３８８２７号公報、特開平５－２３８
８２７号公報、特開平６－１２２８５２号公報、特開平６－３０６３２９号公報、特開平
６－２９９１１８号公報、特開平９－３１３３３号公報、特開平５－３４５８２６号公報
、特開平４－６３８３３号公報等に記載されているものが挙げられる。
　これらの中でも、ポリシラザン系化合物としては、入手容易性、及び優れたガスバリア
性を有するイオン注入層を形成できる観点から、Ｒｘ、Ｒｙ、Ｒｚが全て水素原子である
ペルヒドロポリシラザンが好ましい。　
　また、ポリシラザン系化合物としては、ガラスコーティング材等として市販されている
市販品をそのまま使用することもできる。
　ポリシラザン系化合物は、１種単独で、あるいは２種以上を組み合わせて用いることが
できる。
【００５３】
　前記高分子層は、上述した高分子化合物の他に、本発明の目的を阻害しない範囲で他の
成分を含んでいてもよい。他の成分としては、硬化剤、他の高分子、老化防止剤、光安定
剤、難燃剤等が挙げられる。
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　高分子層中の高分子化合物の含有量は、より優れたガスバリア性を有するガスバリア層
が得られることから、５０質量％以上が好ましく、７０質量％以上がより好ましい。
【００５４】
　高分子層の厚みは、特に制限されないが、通常２０ｎｍから１０μｍ、好ましくは３０
～５００ｎｍ、より好ましくは４０～２００ｎｍである。
　本発明においては、高分子化合物を含む層がナノオーダーであっても、充分なガスバリ
ア性を有するガスバリアフィルムを得ることができる。
【００５５】
　高分子層を形成する方法としては、例えば、高分子化合物の少なくとも一種、所望によ
り他の成分、及び溶剤等を含有する層形成用溶液を、スピンコーター、ナイフコーター、
グラビアコーター等の公知の装置を使用し、塗布し、得られた塗膜を適度に乾燥して形成
する方法が挙げられる。
【００５６】
　高分子層の改質処理としては、イオン注入処理、プラズマ処理、紫外線照射処理等が挙
げられる。
　イオン注入処理は、後述するように、高分子層にイオンを注入して、高分子層を改質す
る方法である。
　プラズマ処理は、高分子層をプラズマ中に晒して、高分子層を改質する方法である。例
えば、特開２０１２－１０６４２１号公報に記載の方法に従って、プラズマ処理を行うこ
とができる。
　紫外線照射処理は、高分子層に紫外線を照射して高分子層を改質する方法である。例え
ば、特開２０１３－２２６７５７号公報に記載の方法に従って、紫外線改質処理を行うこ
とができる。
　これらの中でも、高分子層の表面を荒らすことなく、その内部まで効率よく改質し、よ
りガスバリア性に優れるガスバリア層を形成できることから、イオン注入処理が好ましい
。
【００５７】
　高分子層に注入されるイオンとしては、アルゴン、ヘリウム、ネオン、クリプトン、キ
セノン等の希ガスのイオン；フルオロカーボン、水素、窒素、酸素、二酸化炭素、塩素、
フッ素、硫黄等のイオン；
メタン、エタン等のアルカン系ガス類のイオン；エチレン、プロピレン等のアルケン系ガ
ス類のイオン；ペンタジエン、ブタジエン等のアルカジエン系ガス類のイオン；アセチレ
ン等のアルキン系ガス類のイオン；ベンゼン、トルエン等の芳香族炭化水素系ガス類のイ
オン；シクロプロパン等のシクロアルカン系ガス類のイオン；シクロペンテン等のシクロ
アルケン系ガス類のイオン；金属のイオン；有機ケイ素化合物のイオン；等が挙げられる
。
　これらのイオンは１種単独で、あるいは２種以上を組み合わせて用いることができる。
　これらの中でも、より簡便にイオンを注入することができ、特に優れたガスバリア性を
有するガスバリア層が得られることから、アルゴン、ヘリウム、ネオン、クリプトン、キ
セノン等の希ガスのイオンが好ましい。
【００５８】
　イオンを注入する方法としては、特に限定されない。例えば、電界により加速されたイ
オン（イオンビーム）を照射する方法、プラズマ中のイオンを注入する方法等が挙げられ
、簡便にガスバリア性のフィルムが得られることから、後者のプラズマイオンを注入する
方法が好ましい。
【００５９】
　イオン注入により、イオンが注入される領域の厚みは、イオンの種類や印加電圧、処理
時間等の注入条件により制御することができ、高分子層の厚み、積層体の使用目的等に応
じて決定すればよいが、通常、１０～４００ｎｍ、好ましくは１０～２００ｎｍである。
【００６０】
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　本発明の封止シートにおいて、ガスバリアフィルムの配置位置は特に限定されず、封止
材上に直接形成されていてもよいし、その他の層を介して形成されていてもよい。
【００６１】
　本発明の封止シートにおいては、ガスバリアフィルムのガスバリア層側の面に封止材が
積層されていることが好ましい。
【００６２】
　ガスバリアフィルムは、保護層、導電体層、プライマー層等のその他の層をさらに有し
ていてもよい。これらの層が積層される位置は、特に限定されない。
【００６３】
　ガスバリアフィルムの、温度４０℃、相対湿度９０％における水蒸気透過率は、０．１
ｇ／（ｍ２・ｄａｙ）以下が好ましく、０．０５ｇ／（ｍ２・ｄａｙ）以下がより好まし
く、０．００５ｇ／（ｍ２・ｄａｙ）以下がさらに好ましい。
　水蒸気透過率が０．１ｇ／（ｍ２・ｄａｙ）以下であることで、封止材の上下面を通過
する水分量を十分に低下させることができる。
　ガスバリアフィルムの水蒸気透過率は、公知のガス透過率測定装置を使用して測定する
ことができる。
【００６４】
　ガスバリアフィルムの全光線透過率は、８０％以上が好ましく、８５％以上がより好ま
しい。
　ガスバリアフィルムの全光線透過率が８０％以上であることで、本発明の封止シートを
、透明性が要求される、透明基板上に形成された素子の封止材として好適に用いることが
できる。
【００６５】
　ガスバリアフィルムのガスバリア層の厚みは特に制限されない。ガスバリア性と取り扱
い性の観点から、通常、１０～２０００ｎｍ、好ましくは２０～１０００ｎｍ、より好ま
しくは３０～５００ｎｍ、さらに好ましくは４０～２００ｎｍの範囲である。
【００６６】
　ガスバリアフィルムを用いて本発明の封止シートを製造する方法としては、例えば、以
下の製造方法１や製造方法２が挙げられる。
【００６７】
（製造方法１）
　先ず、剥離シートを用意し、該剥離シートの剥離処理面上に、樹脂層形成用の樹脂組成
物を塗工し、封止材を形成することで、剥離シート付封止材（剥離シート付の、本発明の
封止材）を得る。次いで、得られた剥離シート付封止材とガスバリアフィルムを積層する
ことで、剥離シート付の封止シートを得ることができる。貼り合わせは、封止材の樹脂層
とガスバリアフィルムのガスバリア層とが対向するように行うのが好ましい。
【００６８】
　剥離シート付封止材とガスバリアフィルムの積層方法は特に限定されない。例えば、剥
離シート付封止材とガスバリアフィルムとを、封止材の樹脂層とガスバリアフィルムのガ
スバリア層とが対向するように重ね合わせ、ローラー等を用いて加熱圧着することでこれ
らを積層することができる。温度は特に限定されないが、通常８０～１５０℃、好ましく
は８０～１２０℃である。
【００６９】
　なお、後述するように、有機デバイスを封止材で封止する際の熱圧着と、封止材とガス
バリアフィルムとの貼り合わせの加熱圧着を同時に行ってもよい。
【００７０】
（製造方法２）
　先ず、ガスバリアフィルムを用意し、このガスバリアフィルムのガスバリア層上に、樹
脂層形成用の樹脂組成物を公知の方法により塗工し、封止材を形成することで、目的とす
る封止シートを得ることができる。また、封止シートを形成した後、得られた封止シート
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の封止材を保護するために、該封止材上に剥離シートを積層することにより、剥離シート
付の封止シートを得ることができる。
【００７１】
　製造方法１、２で用いる樹脂層形成用の樹脂組成物や、この樹脂組成物の塗工方法、乾
燥条件等としては、先に封止材の中で説明した樹脂組成物や、その塗工方法、乾燥条件等
と同様のものが挙げられる。
　また、本発明の封止材の製造方法で示したものと同様の方法により、複数の樹脂層を有
する封止材を形成してもよい。
【００７２】
　本発明の封止シートは、水分遮断性、耐光性および無色透明性に優れる封止材を有する
ものである。したがって、後述するように、本発明の封止材は、電子デバイスを封止する
際に好適に用いられ、酸素や水分により劣化し易い有機ＥＬ素子を封止する封止材として
好適に用いられる。
【００７３】
３）有機デバイスの封止方法
　本発明の有機デバイスの封止方法は、本発明の封止材又は封止シートを、有機デバイス
を覆うように載置し、８０～１５０℃、好ましくは８０～１２０℃で加熱圧着することを
特徴とする。
　本発明の封止シートを用いる場合には、封止シートの封止材を有機デバイス側にして載
置するのが好ましい。
　また、前述のとおり、有機デバイス上に、封止材、ガスバリアフィルムをこの順に載置
して加熱圧着することにより、封止シートの形成と同時に、有機デバイスの封止を行って
もよい。
【００７４】
　有機デバイスとしては、有機トランジスタ、有機メモリー、有機ＥＬ素子等が挙げられ
る。
【００７５】
　本発明の封止方法においては、封止温度が８０～１５０℃の温度領域であるため、有機
デバイスを熱により劣化させることがなく、また、封止する際、封止材中の樹脂が流れ出
て不具合を生じることなく、効率よく、設計した通りに有機デバイスを封止することがで
きる。
【００７６】
４）有機ＥＬ素子
　本発明の有機ＥＬ素子は、基材上に、第１の電極、有機ＥＬ層、第２の電極、本発明の
封止材又は封止シート（以下、「封止材等」ということがある。）、及び、封止基材をこ
の順で有することを特徴とする。
　封止材等として本発明の封止シートを用いる場合、封止シートの封止材が電極側に、ガ
スバリアフィルムが封止基材側に配置されるのが好ましい。
【００７７】
　基材は、有機ＥＬ素子が形成される支持基材である。基材としては、電極を形成でき、
有機物の層を形成する際に変化しないものであれば特に制限はなく、例えばガラス板、プ
ラスチックフィルム、高分子フィルム、シリコン基板、及び、これらを積層したもの等が
挙げられる。
【００７８】
　第１電極を陰極とする場合、第１電極は、透明電極、または、半透明電極として、金属
、グラファイトまたはグラファイト層間化合物、ＺｎＯ（亜鉛オキサイド）等の無機半導
体、ＩＴＯ（インジウム・スズ・オキサイド）やＩＺＯ（インジウム・亜鉛・オキサイド
）等の導電性透明電極、酸化ストロンチウム、酸化バリウム等の金属酸化物等が挙げられ
る。金属としては、例えば、リチウム、ナトリウム、カリウム、ルビジウム、セシウム等
のアルカリ金属；ベリリウム、マグネシウム、カルシウム、ストロンチウム、バリウム等
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のアルカリ土類金属、金、銀、白金、銅、マンガン、チタン、コバルト、ニッケル、タン
グステン等の遷移金属；錫、アルミニウム、スカンジウム、バナジウム、亜鉛、イットリ
ウム、インジウム、セリウム、サマリウム、ユーロピウム、テルビウム、イッテルビウム
；およびそれらのうち２つ以上の合金等があげられる。合金の例としては、マグネシウム
－銀合金、マグネシウム－インジウム合金、マグネシウム－アルミニウム合金、インジウ
ム－銀合金、リチウム－アルミニウム合金、リチウム－マグネシウム合金、リチウム－イ
ンジウム合金、カルシウム－アルミニウム合金等が挙げられる。また、陰極を２層以上の
積層構造としてもよい。この例としては、上記の金属、金属酸化物、フッ化物、これらの
合金と、アルミニウム、銀、クロム等の金属との積層構造等が挙げられる。
【００７９】
　有機ＥＬ層は、通常、主として蛍光またはりん光を発光する有機物化合物(低分子化合
物または高分子化合物)を有する。有機ＥＬ層を形成する材料としては、例えば、色素系
材料、金属錯体系材料、高分子系材料等が挙げられる。
【００８０】
　色素系材料としては、例えば、シクロペンダミン誘導体、テトラフェニルブタジエン誘
導体化合物、トリフェニルアミン誘導体、オキサジアゾール誘導体、ピラゾロキノリン誘
導体、ジスチリルベンゼン誘導体、ジスチリルアリーレン誘導体、ピロール誘導体、チオ
フェン環化合物、ピリジン環化合物、ペリノン誘導体、ペリレン誘導体、オリゴチオフェ
ン誘導体、トリフマニルアミン誘導体、オキサジアゾールダイマー、ピラゾリンダイマー
等が挙げられる。
【００８１】
　金属錯体系材料としては、例えば、イリジウム錯体、白金錯体等の三重項励起状態から
の発光を有する金属錯体、アルミキノリノール錯体、ベンゾキノリノールベリリウム錯体
、ベンゾオキサゾリル亜鉛錯体、ベンゾチアゾール亜鉛錯体、アゾメチル亜鉛錯体、ポル
フィリン亜鉛錯体、ユーロピウム錯体等、中心金属に、Ａｌ、Ｚｎ、Ｂｅ等またはＴｂ、
Ｅｕ、Ｄｙ等の希土類金属を有し、配位子にオキサジアゾール、チアジアゾール、フェニ
ルピリジン、フェニルベンゾイミダゾール、キノリン構造等を有する金属錯体等を挙げる
ことができる。
【００８２】
　高分子系材料としては、ポリパラフェニレンビニレン誘導体、ポリチオフェン誘導体、
ポリパラフェニレン誘導体、ポリシラン誘導体、ポリアセチレン誘導体、ポリフルオレン
誘導体、ポリビニルカルバゾール誘導体、上記色素体や金属錯体系発光材料を高分子化し
たもの等が挙げられる。
【００８３】
　なお、有機ＥＬ層中に発光効率の向上や発光波長を変化させる等の目的で、ドーパント
を添加してもよい。ドーパントとしては、例えば、ペリレン誘導体、クマリン誘導体、ル
ブレン誘導体、キナクリドン誘導体、スクアリウム誘導体、ポルフィリン誘導体、スチリ
ル系色素、テトラセン誘導体、ピラゾロン誘導体、デカシクレン、フェノキサゾン等が挙
げられる。
【００８４】
　第２電極（陽極）には、たとえば透明電極または半透明電極として、電気伝導度の高い
金属酸化物、金属硫化物や金属の薄膜を用いることができる。電極は、透過率が高いもの
が好ましく、例えば、酸化インジウム、酸化亜鉛、酸化スズ等の酸化物；それらの複合体
であるインジウム・スズ・オキサイド（ＩＴＯ）、インジウム・亜鉛・オキサイド等から
なる導電性ガラスを用いて作製された膜（ＮＥＳＡ等）；金、白金、銀、銅等の金属；等
が挙げられる。
【００８５】
　封止基材は、封止材等により封止された有機ＥＬ層を、さらに外気から遮断するための
ものである。封止基材の材質としては、例えば、ガラス、プラスチック、高分子フィルム
、シリコン基板、これらを積層したもの等が挙げられる。
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【００８６】
　本発明の有機ＥＬ素子は、上記以外のその他の層を有していてもよい。例えば、陰極と
有機ＥＬ層の間に、電子注入層、電子輸送層、正孔ブロック層等が、陽極と有機ＥＬ層と
の間に、正孔注入層・正孔輸送層、電子ブロック層等が積層されていてもよい。
　また、有機ＥＬ素子においては、詳しくは、電極のリード線等の部材も存在する。
【００８７】
　本発明の有機ＥＬ素子は、公知の方法で製造することができる。
　例えば、まず、基材上に、陰極を形成する。形成方法としては、真空蒸着法、スパッタ
リング法、イオンプレーティング法、メッキ法等が挙げられる。
【００８８】
　次に、有機ＥＬ材料を含有した溶液を蒸着させ、有機ＥＬ層を形成する。
　その上に、陽極材料をスパッタリングして、陽極を作製する。
　ついで、本発明の封止材等及び封止基材を、形成された有機ＥＬ層を覆うように載置し
て貼り合わせ、８０～１５０℃で加熱圧着する。
【００８９】
　本発明の封止材等は、あらかじめ、水分を除去しておくのが好ましい。水分を除去する
方法としては、特に制約はなく、例えば、不活性雰囲気下で、８０～１５０℃で数分から
数十分加熱する方法等が挙げられる。
【００９０】
　本発明の有機ＥＬ素子は、本発明の封止材等を用いて８０～１５０℃の温度領域で封止
して作製されるものであるため、有機ＥＬ素子が熱により劣化することがない。また、封
止の際、封止材の樹脂が流れ出ることがなく、作業効率よく作製することができる。さら
に、接着性、耐熱性に優れる封止材により封止されるため、有機ＥＬ素子は長期にわたり
劣化することがない。
【実施例】
【００９１】
　以下、実施例を挙げて本発明を更に詳細に説明する。但し、本発明は、以下の実施例に
なんら限定されるものではない。
　なお、貯蔵弾性率及び軟化点の測定は、以下のように行った。
【００９２】
（貯蔵弾性率の測定）
　得られた封止材について、ＪＩＳ　Ｋ７２４４－４（１９９９）に準じて、動的粘弾性
測定装置（ＴＡインスツルメント社製、ＤＭＡＱ８００）を用いて、モード：引張、周波
数：１１Ｈｚ、温度：２３℃及び１００℃、における貯蔵弾性率を求めた。
【００９３】
（軟化点の測定）
　得られた封止材の軟化点は、ＪＩＳ　Ｋ７１９６：２０１２に準じて、厚さ１ｍｍの試
験片を用いて、昇温速度５℃／ｍｉｎで、１．８ｍｍφの平面圧子に、２Ｋｇｆ／ｃｍ2

の圧力をかけ、ＴＭＡ曲線より、軟化点（℃）を求めた。
【００９４】
（実施例１）
　熱可塑性樹脂Ａとして、無水マレイン酸変性ポリオレフィン系樹脂（三井化学社製、商
品名：ＡｄｍｅｒＳＥ７３１）２０質量部、熱可塑性樹脂Ｂとして、シラン変性ポリオレ
フィン系樹脂（三菱化学社製、商品名：リンクロンＸＬＥ８１５Ｎ）８０質量部をドライ
ブレンドし、押出製膜（２００℃）にて、剥離シートの剥離処理面上に塗工し、厚さ４０
μｍの封止材１を作製した。
　このものの２３℃及び１００℃における貯蔵弾性率、並びに軟化点は、下記表１に示す
とおりであった。
【００９５】
（実施例２、３、比較例１）
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　実施例１において、熱可塑性樹脂Ａ、熱可塑性樹脂Ｂの配合量を下記表１に示すものと
したことを除き、実施例１と同様にして、封止材２、３、１ｒを作製した。
　これらの、２３℃及び１００℃における貯蔵弾性率、並びに軟化点は、下記表１に示す
とおりであった。
【００９６】
（合成例１）ガスバリアフィルムの作製
　封止基材としてのポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）フィルム（東洋紡績社製、商
品名：コスモシャインＡ４１００、厚さ５０μｍ）上に、ポリシラザン化合物（クラリア
ントジャパン社製、ペルヒドロポリシラザンを主成分とするコーティング材、商品名：ア
クアミカＮＬ１１０－２０）をスピンコート法により塗布し、１２０℃で１分間加熱して
、厚さ１５０ｎｍの、ペルヒドロポリシラザンを含むポリシラザン層を形成した。次に、
ポリシラザン層の表面に、プラズマイオン注入装置を用いて、下記の条件にてアルゴンを
プラズマイオン注入してガスバリア層を形成し、ガスバリアフィルムを作製した。
　上記のガスバリア層を形成するために用いたプラズマイオン注入装置及びプラズマイオ
ン注入条件は以下の通りである。
【００９７】
〔プラズマイオン注入装置〕
ＲＦ電源：日本電子社製、型番号「ＲＦ」５６０００
高電圧パルス電源：栗田製作所社製、「ＰＶ－３－ＨＳＨＶ－０８３５」
【００９８】
〔プラズマイオン注入条件〕
プラズマ生成ガス：Ａｒ
ガス流量：１００ｓｃｃｍ
Ｄｕｔｙ比：０．５％
印加電圧：－１５ｋＶ
ＲＦ電源：周波数　１３．５６ＭＨｚ、印加電力　１０００Ｗ
チャンバー内圧：０．２Ｐａ
パルス幅：５μｓｅｃ
処理時間（イオン注入時間）：２００秒
【００９９】
（合成例２）発光層の形成
　ガラス基板を溶媒洗浄およびＵＶ／オゾン処理で洗浄した後、その表面に、アルミニウ
ム（Ａｌ）（高純度化学研究所社製）を０．１ｎｍ／ｓの速度で１００ｎｍ蒸着させて陰
極を形成した。
　得られた陰極（Ａｌ膜）上に、（８－ヒドロキシ－キノリノレート）リチウム（Ｌｕｍ
ｉｎｅｓｃｅｎｃｅ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ社製）を１０ｎｍ、２，９－ジメチル－４，
７－ジフェニル－１，１０－フェナントロリン（Ｌｕｍｉｎｅｓｃｅｎｃｅ　Ｔｅｃｈｎ
ｏｌｏｇｙ社製）を１０ｎｍ、トリス（８－ヒドロキシ－キノリネート）アルミニウム（
Ｌｕｍｉｎｅｓｃｅｎｃｅ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ社製）を４０ｎｍ、Ｎ，Ｎ’－ビス（
ナフタレン－１－イル）－Ｎ，Ｎ’－ビス（フェニル）－ベンジデン）（Ｌｕｍｉｎｅｓ
ｃｅｎｃｅ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ社製）を６０ｎｍ、０．１～０．２ｎｍ／ｓの速度で
順次蒸着させ、発光層を形成した。
【０１００】
　得られた発光層上に、酸化インジウムスズ（ＩＴＯ）膜（厚さ：１００ｎｍ、シート抵
抗：５０Ω／□）をスパッタリング法により形成して陽極を作製し、有機ＥＬ素子を得た
。なお、蒸着時の真空度は、全て１×１０－４Ｐａ以下であった。
【０１０１】
（実施例４～６、比較例２）
　実施例１～３、比較例１で得られた封止材１～３、１ｒを、窒素雰囲気下で、ホットプ
レートを用いて１２０℃で１０分間加熱して乾燥し、封止材中に含まれる水分を除去した
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後、そのまま放置して室温まで冷却した。そして、前記ガラス基板上に形成された有機Ｅ
Ｌ素子を覆うように、前記封止材を載置し、その上に、合成例１で得たガスバリアフィル
ムを、ＰＥＴフィルム側を上にして載置し、１００℃に加熱しながら貼り合わせて熱圧着
して、前記発光層を封止し、トップエミッション型の有機ＥＬ素子１～３、１ｒを得た。
【０１０２】
〔有機ＥＬ素子の評価〕
　得られた有機ＥＬ素子１～３、１ｒを、２３℃、５０％ＲＨ（相対湿度、以下にて同じ
。）の環境下で２００時間放置した後、有機ＥＬ素子を起動させ、ダークスポット（非発
光箇所）の有無を観察し、以下の基準で評価した。評価結果を、下記表１に示す。
【０１０３】
ｇｏｏｄ：ダークスポットが発光面積の（１０）％未満
ｐｏｏｒ：ダークスポットが発光面積の（１０）％以上
【０１０４】
〔水蒸気透過率測定〕
　封止材１～３、１ｒにつき、水蒸気透過率測定装置（ＬＹＳＳＹ社製、商品名：Ｌ８０
－５０００）を用いて、４０℃、９０％ＲＨの環境下における、水蒸気透過率を測定した
。測定結果に対して、下記の式を用いて、５０μｍ時の水蒸気透過率へ換算した。その結
果を下記表１に示す。
【０１０５】
【数１】

【０１０６】
〔接着力測定〕
　実施例１～３、比較例１で得られた封止材１～３、１ｒを、裏打ち基材としてのポリエ
チレンテレフタレートシートに加熱圧着して貼り合せて、２５ｍｍ×３００ｍｍの大きさ
に裁断した。
　このものを、２３℃、５０％ＲＨの環境下で、被着体としてのガラス板（日本板硝子社
製、ソーダライムガラス）に貼付し、加熱圧着して試験片を得た。
　次いで、試験片を、２３℃、５０％ＲＨの環境下で、２４時間放置した後、同環境下で
、引張試験機（オリエンテック社製、テンシロン）を用いて、剥離速度３００ｍｍ／分、
剥離角度１８０°の条件で剥離試験を行い、接着力（Ｎ／２５ｍｍ）を測定した。測定結
果を、下記表１に示す。
【０１０７】
〔耐熱性評価〕
　２枚のガラスを、実施例１～３、比較例１で得られた封止材１～３、１ｒを介して積層
して積層体を得た。この積層体を、１００℃に設定した恒温槽に平らに設置した。さらに
積層体のうえに１ｋｇの重りを置き静置した。２４時間後に取出し、封止材のはみ出し量
を、以下のように評価した。評価結果を下記表１に示す。
【０１０８】
ｇｏｏｄ：はみ出し量が１ｍｍ未満
ｐｏｏｒ：はみ出し量が１ｍｍ以上
【０１０９】
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【表１】

【０１１０】
　表１から、実施例１～３の、２３℃における貯蔵弾性率が１０～１００００ＭＰａで、
１００℃における貯蔵弾性率が１～１０００ＭＰａで、かつ、軟化点が３０～８０℃であ
る樹脂層からなる封止材は、粘着力及び耐熱性に優れることがわかる。また、実施例１～
３の封止材で封止して得られた有機ＥＬ素子は、ガスバリア性及び電子デバイス評価に優
れることがわかる。
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